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1.は じ め に

日本では,国 民の健康増進の観点か ら,国 民全員をカバーする健康診断制度が用意 されてい

る.こ の健康診断制度は,乳 幼児健診か ら老人保健健診まで,人 生の各ステージに応 じて多種

多様 な健康診断が実施 されている.本 稿では,特 に学校 を卒業 して社会生活を送るようになる

壮年期に注 目して,職 場健診 と呼ばれる健康診断制度が,外 来医療サービス需要 とどのような

関係 を持っているのかを,実 証的に明 らかにしようと考えている.

職場健診 とは,労 働安全衛生法(労 安法)に 基づいて実施される労働者の健康保持増進政策

の一つである.壮 年期においては,そ の対象者以外は,地 方 自治体等が実施する地域健診対象

者 となるが,そ の両者の健康診断制度は次の2点 で大 きく異なっている.第1の 相違は,定 期

的な健康診断の実施が強制であるか任意であるかの点である.労 安法に基づ く健康診断は,労

働者保護行政の一環 として実施 されるため,そ の実施に関する裁量的な選択の余地はない.し

かし地域健診は,住 民サービスの一環 として実施される側面があ り,そ の定期的な実施体制は

必ずしも一律であるとは言えない.こ の ように職場健診対象者は,常 に健康診断の定期的な受

診の機会が提供されている点に特徴がある.

第2の 相違は,健 康診断の診断結果に基づいて実施 される健康保持増進措置に関する点であ
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る.労 安法では,健 康診断の結果,労 働者の健康を保持するために必要があると認めるときに

は,就 業場所の変更,作 業の転換,労 働時間の短縮等の措置を講 じなければならないと定めて

いる.さ らに企業等が労働者の健康 を保持増進する積極的措置(福 利厚生)も 規定されてお り,

労安法は単に健康診断を実施するのみならず,そ の診断結果をもとに総合的な健康保持増進措

置 を図っている.地 域健診には,こ うような総合的な措置は含 まれてお らず,職 場健診と異な

る相違点の一つである.本 稿では,こ れ らの特徴を持つ職場健診 を労安法による健康診断サー

ビスと定義 し,そ の特徴 を外来医療サービス需要格差の観点か ら,比 較検討しようと考えてい

る.

本稿の分析か ら得 られた点を要約すると,次 の とお りである.は じめに単純な外来医療サー

ビス需要に関するモデルを提示 し,労 安法による健康診断サービスと外来医療サービス需要 と

の関係を明 らかにする.次 に生命保険文化セ ンターが1988年 に実施 した 『健康 と医療に関す

る調査』データを利用 して,外 来医療サービス需要関数を推定 した.推 定方法は,第1段 階 目

に受診するか否かを選択 し(受 診選択),第2段 階目にサービス量を選択する(サ ービス量選択)

TwoPartModelで ある.分 析結果から,男 性 については労安法適用者でありかつ健診受診習

慣 を持つ者は,そ れ以外の者よりも外来サービス量が少なく,女 性 については職域や地域に関

わらず健診受診習慣を持つ者は,健 診受診習慣 を持たない者 より外来受診確率が高いことがわ

かった.こ の強制検査の意義を明らかにする必要性は,早 くに地主 〔19〕が指摘 していたテー

マである.本 稿の分析結果は,日 本のデータを利用 して,強 制検査の効果に関する一側面を明

らかにしている.

以下2節 では,健 康診断に関する先行研究についてまとめ,3節 では労安法による健康診断

サービスを明示的に考慮 したモデルを提示する.4節 では,本 稿で採用する推定方法 とその意

味について,5節 ではその推定結果を報告 している.最 後6節 では,本 稿の結論の要約 と今後

の課題について述べている.

2.先 行研究

本節では,日 本における健康診断制度 とその先行研究を紹介す る.は じめに近年における健

康診断に関する政策的動向を説明する.次 に,本 稿が注 目する労働安全衛生法に基づ く健康診

断サービスの特徴について整理する.最 後は,健 康診断と医療サービスの関係に関する先行研

究の概要をまとめている.

近年 における健康診断 に関する政策 的動 向

日本では,国 民の健康増進の観点か ら,国 民全員をカバーする健康診断制度が準備 されてい



る.ま ず乳幼児については,地 方 自治体や保健所がその健康診断を実施する(乳 幼児健診).学

校教育法に定め られる教育機関に通う学生については,学校が健康診断を実施する(学校健診).

学校 を卒業 して社会生活 を送るようになる壮年期になると,一 定規模 の企業等で働 く労働者で

ある場合には職場が実施する健康診断(職 場健診)を,そ れ以外の場合には主に地方 自治体が

実施する健康診断(地 域健診)を 受診することとなる.最 後に高齢期になると老人保健法で定

められる健康診断(老 人健診)を 受診することができる.こ れら健康診断について,学 校健診

と職場健診は法定事項の強制健診制度であるが,そ れ以外は任意健診である.た だし乳幼児健

診はその両親が自発的に受診する誘因があるため健診受診率は高いが,地 域健診や老人健診は

各個人の意向が反映 されるため,そ の健診受診率は地域間で大幅なばらつ きを持っている.す

なわち壮年期においては,職 場健診による強制健診制度が適用 されている人と,地 域健診によ

る任意健診制度が適用 されている人が混在 している.

これ ら日本の健康診断制度に関して,近 年の政策的動向は次のとお りである.職 場健診につ

いては,2004年8月 を目途に検査項 目の基準統一を図 り,そ の検査履歴を蓄積 し,健 康手帳等

の交付 によ り,労 働者の健康管理 を実施 して医療費削減を目指す としている(日 本経済新聞,

2003年3月24日,朝 刊.).ま た高齢者医療を担 う新保険制度では,組 合健保や国保が実施す

る生活習慣病対策などの予防対策評価を行い,そ の結果を保険料 に反映させ る仕組みが提案さ

れている(日 本経済新聞,2004年5月14日,朝 刊.).さ らに厚生労働省は,2003年 の健康増

進法施行に呼応 して,各 個人について一生涯の健康診断デー タの蓄積 を行い,生 活習慣病対策

を実施することを企図している(日 本経済新聞,2004年3月27日,夕 刊.).こ のため健康診断

データの統一的管理基準 を策定 し,蓄 積された情報を記録する生涯健康手帳を交付 し,そ れ ら

のデータを参照 して,そ の比較検討と健康指導を行 うとしている.

労働安全衛生法 による健康診 断サー ビスの特徴

先の議論で示されたように,壮 年期においては職場健診による強制健診制度と地域健診によ

る任意健診制度が適用 される人が混在 している.こ のように壮年期 における健康診断には強制

と任意の相違が存在するが,両 者の相違はそれだけに留まらない.職 場健診は,労 働安全衛生

法(以 下,略 称 して労安法)に 基づいて実施 される.以 下では,労 安法の健康診断に関する規

定 を明示的に考慮 して,職 場検診の内容や実施体制(健 康診断サービス)が 地域健診 とどのよ

うに異なるかを明 らかにする.

労安法では,「第7章 健康の保持増進のための措置」として健康診断の実施を定めている(第

66条).こ の規定では,事 業主は,労 働者に対 して,医 師による健康診断を行わなければな らな

いとされ,健 康診断の結果,労 働者の健康 を保持するために必要があると認めるときには,就

業場所の変更,作 業の転換,労 働時間の短縮等の措置 を講 じなければならないと定めている.



さらに病者 の就業禁止(第68条),健 康 教 育等 の実 施(第69条),体 育 会活動等 の便宜供 与(第

70条),健 康 増 進のた めの指針公表(第70条 の2),国 の援 助(第71条)が 措置 されてい る.

この ように労 安法で は,単 に健康 診断 を実施 す るのみな らず,そ の診断結 果 をも とに総合的 な

健康 保持増 進措置が 図 られ ている.こ の ような仕組 みは地域健診 にはな く,大 きな内容 の相違

とな っている.以 下 では,職 場健 診 とそ れに附随す る健 康保持増 進措置 を まとめ て,健 康診断

サー ビス と呼ぶ こ ととす る.

また職場健 診 と地域健 診で は,そ の実施体 制 に も大 幅 な相違 が存在す る.労 働安全衛 生法施

行規 則で は,健 康 診断の実 施体 制の細則 を定 めてお り,事 業主 は,常 時雇用す る労 働者 に対 し,

1年 以 内ご とに1回,定 期 に,医 師 による健康 診 断を行 わ なければ な らない としている(規 則

第44条).ま た 事業主 は,健 康診 断の結果 に基づ き,健 康診 断個 人票 を作 成 し,こ れを5年 間

保存 しなければ な らない と定 め られて いる(規 則 第51条).こ の ように1年 以内 の定期 の健康

診 断の実施 やその記録 の経年 的保存 は,地 域健 診 にはない仕組 みであ る.こ の ような実施体制

の違 い も,職 場 健診 と地域 健診 の相 違 となってい る1).

先 行 研 究 一 健 康 診 断 と医療 サ ー ビスー

健 康診 断 と医療サ ー ビスの 関係 につ いては,従 来か ら多 くの議論 が行 われて きた.地 主 〔19〕

は,健 康診 断 を念頭 におい た予 防医療の理論 的分析 を行 った.そ の政策 的含 意 に関 して,(1)保

険 と予 防医療(2)予 防 的検査 の信 頼性,(3)強 制 検査 の一般化 につ いて の議 論 を行 ってい る.特

に強制検査 の一般化 につい て,ア メリカの実 例 を もとに して,検 査 を受 けたグル ープ と検査 を

受 け ないグルー プの 問に は,喪 失労働 日数 ・臥床 日数 で比較 して も有意 な差 が見 られない こ と

が報告 されてい る2).

健 康 診 断に関す る数量 的 な評価研 究 は,市 川 〔10,11,12〕,辻 〔23〕,田 中 ・三上 〔21〕が

代 表的で ある.市 川 〔ll〕 は,健 康 管理政 策 につ いての包括 的な費用便益分析 を行 い,健 康管

1)近 年,自 殺や過労死の急増や時代の変化を受けて,労 安法による健康診断制度は再び注目されている.

まず職場健診において異常が発見され,再 健診の必要があるとされた場合,そ の2次 健診の費用を労災保

険から給付する制度が検討されていた(日 本経済新聞,2000年1月26日,朝 刊.).ま た自殺や過労死対策

として,職 場健診に加え企業独 自の社員健康確保策が施されている例もある(日 本経済新聞,2004年5月

5日,朝 刊.).さ らに職場健診はがん発見を想定していないが,近 年のがん早期発見の必要性の高まりか

ら,企 業が独自に職場健診の補完的機能としてがん検診を実施している例もある(日 本経済新聞,2004年

7月19日,朝 刊。).こ の ように労働者の健康管理には多 くの努力が払われている一方,そ の健康情報の取

扱についての問題が少なからず存在する.厚 生労働省は,労 働者の法定外健康情報について,収 集時に本

人の同意を得ることを義務づける労安法の改正を検討している(日 本経済新聞,2004年5月10日,夕 刊.).

2)そ の理由として,異 常が発見されても,さ らに医師の診断を受けるなど,次 の行動に移ることなく放置

されている場合が多いことや,異 常を発見されることによって,か えって自分の健康についての自信を喪

失し,こ れが健康の悪化を招 く可能性があることを指摘している.



理の実施は国民医療費ベースで約1兆4,039億 円(1977年)の 医療費節約,健 康管理費用は約

8,939億 円(1977年)で あるとして,そ の費用便益比は1.57で あ り,健 康管理は費用対効果が

高いことを明らかにしている3).辻 〔23〕は,あ る組合健保の実績を利用 して,受 療率変化率 と

健康診断開始後年数,医 療費変化率 と健康診断開始後年数の関係について,明 らかにしている.

田中 ・三上 〔21〕は,勤 労者家計の消費行動 に注 目し,保 健医療支出に代表されるヘルスサー

ビスの決定要因について分析 している.

最後は,健 康診断 と医療サービスの関係に関する実証分析についてである4).大 竹 〔13〕は,

国民健康保険の地域間医療費格差に関 して,健 診受診率の高さは外来医療費を節約する側面を

持つことを明らかにした.渡 辺 ・大 日 〔28〕,渡辺 〔27〕は,が ん検診 と外来治療の有無を分析

し,外 来治療ががん検診 と補完的な関係にあることを示 した.山 田 〔25〕,小椋,他 〔14〕は,

職場健診受診の選択関数を考え,外 来医療サービスとは補完的な関係を,入 院医療サービス と

は代替的な関係を持つ ことを示 している.ま た山田 〔26〕は,日 本の健康診断の受診には機会

費用の格差が存在することを利用 して,2段 階最小二乗法(操 作変数法:IV)を 利用 した分析

を行い,健 康診断の受診 は入院確率を低め,平 均入院期間を短 くすることを明らかにした.

本稿では,地 主 〔19〕が指摘 した強制検査のテーマについて,労 安法による健康診断サービ

スを利用 して,そ の意義を明 らかにしようと考えている.そ して山田 〔26〕,山田 〔25〕,小椋,

他 〔14〕で明らかにされた職場健診の意義に関 して,追 加的な議論を行おうと考えている.

3.モ デ ル

本節では,外 来医療サービス需要の決定において,労 安法による健康診断がどのような役割

を果たすのかを説明 しようと考えている.い まある消費者は,健 康消費財hと その他の合成財

∬xから効用 を得てお り,そ の限界効用はプラスかつ逓減する準凹関数性 を持つ ものと仮定する.

ここで健康消費財hは,外 来医療サービス量qと 労安法による健康診断サービス6の2つ の投

入要素から生み出されると考 え,そ の関数関係はh=h(q,e)で 表現できるもの と考える5).こ

のとき以下なる消費者の効用関数を定義することができる.

吻v(q,x;e)=u(h(q,e),x)(1)

次に消費者の直面する予算制約式 について考える.所 得はある定額所得y,医 療サービス価

格はp,合 成財価格は基準化価格1と すると,予 算制約式は以下のとお りである.

3)市 川 〔10〕は,健康づくり運動の成果を国民医療費ベースの医療費節約額で測定しており,約1兆4,400

億円(1977年)で あるとしている.ま た市川 〔12〕では,市川 〔11〕の推計の基礎となる健康管理政策の

概要をまとめている.

4)そ の他に予防行動のサーベイとして,Kenkel〔4〕 がある。

5)澤 野 〔16〕では,外 来医療サービス量と余暇時間の関係で定式化して同様の分析を行っている。



/pq+x=y(2)

この消費者は,(2)式 の制約のもとで(1)式 で示 される効用水準が最大になるような外来医療

サービス量qと その他の合成財xを 選択 しようと考えている.こ の効用最大化問題を解 くと,

以下なる外来医療サービス需要関数を導出することができる.

9q=(q(p,y;e)(3)

ここで労安法による健康診断サービスについて明示的に考える.労 安法による健康診断サー

ビスは,原 則 として労安法で定められる労働者であることを条件 として提供 されるサービスで

ある.こ のため消費者の間には,こ の条件 を満たす者 と満たさない者が存在する.い ま労安法

による健康診断サー ビス対象者である場合は1,そ うでない場合 には0と なる労安法変数eI

を定義する.こ の労安法変数を健康診断サービスeと 置 き換 えて,(3)式 の外来医療サービス

需要関数を1次 項まわ りで線形近似すると,以 下の線形需要関数を導出することができる.

gq=a0+a1p+a2y+a3e1+ε(4)

いまεは正規分布 を仮定 した誤差項である.(4)式 において,本 稿が最 も注 目すべ き係数は,労

安法変数の係数a3の 統計的有意性 とその符号条件 である.仮 に労安法による健康診断サービ

スが,消 費者の外来医療サービス需要 と何 らかの関係 を有 していれば,a3は 統計的有意な係数

となる.そ して労安法による健康診断サービスが外来医療サービスと代替的な関係にあればマ

イナスの符号 を,補 完的な関係にあればプラスの符号 を取ることが予想できる.本 稿では,こ

の労安法による健康診断サービスと外来医療サービスの関係を明らかにしようと考えている.

4.推 定 方 法

本節では,推 定モデルと分析方法について説明する.以 下では,は じめに本稿の分析で利用

す る生命保険文化センターの 『健康 と医療に関する調査』データの特性について紹介 し,そ の

後 に本稿の分析で利用する推定モデル と推定方法について説明す る.最 後は,変 数名の定義 と

データの特定化 に関する説明を行っている.

デー タ:『 健康 と医療 に関する調査』

本稿で利用するデータは,生 命保険文化センターが1988年9月 ～10月 にかけて行った 『健

康 と医療に関する調査』から得 られた ものである.調 査対象 は,20歳 以上70歳 未満の男女個

人である.調 査地域は,全 国200地 点であ り,サ ンプル抽出は層化二段無作為抽出にて行って

いる.調 査方法は,調 査員 による面接聴取法を採用 している.サ ンプル数は3000人,有 効回収

数2263人 で,有 効回収率は75.4%で あった.



表1医 療サー ビス需要 とサ ンプル特性

注1)自 己負担額は一人あたり年額表示であるが,入 院診療の自己負担額のみ

世帯あたり年額である.

注2)患 者調査(厚 生省)の 入院受療率と外来受療率は,昭 和62(1987)年 調査

の20歳 以上70歳 未満の患者数を利用して求めている.

注3)家 計調査(総 務庁統計局)の 入院診療と外来診療の自己負担額は,昭 和

63(1988)年 調査の入院料と診察代を利用して求めている.

表1は,『 健康と医療に関する調査』のサ ンプル特性について,ま とめたものである.一 般に

医療サービスの需要においては,第1段 階目に受診する否かの決定(受 診確率)を 行い,第2

段階目に需要量(支 出額)の 選択 を行うプロセスで見ることができる.は じめに表の左側の欄

は,受 診確率 について,本 サ ンプルと 『昭和62(1987)年 患者調査』(厚生省)の 受療率 を比較

したものである.表 の上段の入院診療について,下 段は外来診療 について見たものである.本

サンプルの受診確率は,両 者 とも高めの値 を取っている.『 患者調査』(厚 生省)の 受療率は,

10月 の調査時点患者数が人口数に占める割合として求め られる.一 方,本 サンプルの受診確率

は,過 去1年 間に受診 した人が調査対象者に占める割合である.相 違の一部は,上 記のデータ

調査方法 と定義の違いによるものと考えられる.

次に表の右側の欄は,支 出額(自 己負担額)に ついて,本 サ ンプルと 『昭和63(1988)年 家

計調査年報』(総務庁統計局)の 支出額 と比較 したものである.表 の上段は入院診療についての

ものであり,『家計調査年報』(総 務庁統計局)の 支出額は 「世帯あた り入院料」を利用 してい

る.『家計調査年報』(総 務庁統計局)は,家 計があたかも平均的に入院医療サービスを利用 し

た場合,支 出すると考えられる金額を求めている.し かし本サ ンプルの支出額は,入 院診療を

利用 した人に関する平均支出額を掲載 している.相 違の原因は,こ の定義の違いによる所が大

きい.

最後は,表 の下段の外来診療についてである.外 来診療の一人あた り自己負担額は,入 院診

療 とは異な り,非 常に類似 した金額となっている.『家計調査年報』(総 務庁統計局)で は,子

供や老人を含む全世帯員の平均値の 「一人あた り診察代」を利用 している.本 サ ンプルの支出

額は,外 来診療を利用 した人に関する平均支出額である.こ れより 『家計調査年報』(総務庁統

計局)の 「診察代」は,非 常に適切 に日本の外来医療サービスに関する動向を表 しているもの

と考えられる.



表2サ ンプル特性一労安法と健診受診習慣一

推 定モデル と推定方法

推定モデルは,(4)式 で示 される線形需要関数がその基本形である.し か し労安法に基づ く

一連の措置は,健 康診断サービスの機会提供であ り,そ の対象者が実際にその機会を活用 して

いるか否かは自明ではない6).本 稿では,労 安法適用の有無に関する医療サービス需要格差を

観察するのではなく,労 安法による健康診断サービスの有無が医療サービス需要 とどのような

関係 を持つのかを明 らかにしたいと考えている.す なわち労安法適用であってかつ健康診断を

受診している人が,そ れ以外の人々とどのように異なるのかを数量的に表現 しようと考えてい

る.以 下では,こ の比較 を行 うための推定モデルを説明することとする.

表2は,本 稿で利用するデータである 『健康 と医療に関する調査』 に関して,そ のサンプル

特性 をまとめたものである.表 の第1行 目には,健 康診断の受診機会に関する相違を示 してお

り,全 サ ンプルは職場健診機会を示す 「労安法」 と地域健診機会 を示す 「労安法以外」に分類

できることを示 している.表 の第1列 目には,調 査対象者における健診受診習慣の有無を示 し

てお り,全 サンプルは健診受診習慣 を持つ と回答 した 「あ り」 と健診受診習慣 を持たないと回

答 した 「なし」に分類できることを示 している.こ の両特性の分類 を利用すると,全 サンプル

は次なる4つ にグループ化で きることがわかる.そ のグループとは,(1)労 安法適用であ り健診

受診習慣を持つグループ(労 安法 ・健診グループ),(2)労 安法適用であるが健診受診習慣 を持た

ないグループ(労 安法 ・未健診グループ),(3)労 安法適用外であるが健診受診習慣を持つグルー

プ(地 域 ・健診グループ),(4)労 安法適用外であ り健診受診習慣を持たないグループ(地 域 ・未

健診グループ)の4つ である.本 稿では,「労安法 ・健診グループ」として示 される労安法適用

で健診受診習慣 を持つグループが,そ れ以外のグループとどのように異なるのかを,医 療サー

ビス需要の観点か ら明らか しようと考えている.

いま調査対象者が健診受診習慣 を持つ場合 には1,そ れ以外の場合には0を 取る変数を健診

6)Yamada　 and　Yamada〔8〕,山 田 〔26〕は,日本の健康診断の受診選択に関する決定要因を分析し,健康

診断コストがその重要な要因になっていることを示した.山 田 〔23〕,小椋,他 〔15〕は,職場健診受診の

選択関数を考え,外 来医療サービスとは補完的な関係を,入 院医療サービスとは代替的な関係を持つこと

を明らかにした.澤 野 ・大竹 〔17〕は,先 行研究を利用して,こ れら予防行動としての健康診断の側面と

その特徴を明らかにしている.



受 診習慣変 数fと 定義す る.こ の と き(4)式 を修 正 した線形 需要 関数は,以 下 の とお りであ る.

9q=a10+a11p+a12y+a1df+a14e1*f+ε(5)

こ こで労安 法変数eIと 健診 受診習慣 変数fの クロス項eI*fは,当 該 サ ンプルが労安法 適用 で

健 診受診習慣 を持つ グルー プ(表2の 「労安法 ・健診 グルー プ」)に 属 してい るこ とを示 す変数

であ る.す なわ ちその係 数a14は,労 安 法適用 で健診受 診習慣 を持つ グルー プ とそれ以外 の グ

ルー プ問にお ける医療サ ー ビス需 要格差 を示 してい る.本 稿 で は,こ の係数 α、4を中心 的 に観

察 しよう と考えて いる.

本稿 が推 定す る関数 は,外 来 医療 サー ビス需要 関数であ る.一 般 に医療 サー ビス には外 来診

療 ・入 院診療 ・歯科診療 の3つ の タイプが あ るが,本 稿 で は分析対 象 を健康 診断 との代 替性が

強い と考 え られ る外来 医療 サ ー ビス に限定 す る.ま た医療サ ー ビス需要 関数推定 では,(1)受 診

す るか否 か の受診 確 率選 択,(2)受 診 決定 後 のサ ー ビス量 選択 に分離 して推 定す るTwoPart

Modelが 望 ま しい と考 え られてい る(Duan,et.al〔1〕,HurdandMcGarry〔2〕,Ten-WeiHuet

al〔7〕).こ の ため(5)式 の 推定 において も,TwoPartModelを 採 用 す る.第1段 階 であ る外来

受療 選択 について は,過 去1年 間に病院や診療 所 に行 った場合(入 院 を除 く)を1,そ れ 以外

の場 合 には0を 取 る選択 と してプロ ビ ッ ト推 定 を,第2段 階 の外 来サ ービス量 につ いては,過

去1年 間に支払 った 自己負担 額 を利用 してOLS推 定 を行 うこ ととす る.さ らにSindelar〔5,

6〕 が 医療サ ー ビス需要 関数の推 定 において男女 別 で行 うこ との望 ま しさ を主張 した こ とを考

慮 して,(5)式 を男女 別の需要 関数で推定 す る.

変 数名 の定 義 とデー タの特 定化

表3は 変 数名 とそ の定義 につ いて ま とめてい る.ま ず主要 な説 明変数 であ る医療 サー ビス価

格 は医療 保険制 度 の外 来 自己負担 率7),所 得 には個 人や世帯 の所得 と金融 資産 を利用 した.労

安 法 による健康 診断 サー ビス の有 無 を示す変 数(労 安 法変数)は,労 安法 適用者 である 「民 間

企 業の管理 職」「民 間企業 の従業員」 「公務員 」の場合 を1,そ れ以外 の場 合は0と なる労安法

ダ ミー変数 として作成 した8).健 診 受診 習慣変数 の作 成方法 は,次 の とお りである.『 健 康 と医

療 に関す る調 査』で は 「あ なたは,こ こにあげ る生活 習慣 につ いて健康 のため に 日頃 どの程度

努 力 され てい ますか.そ れぞ れについ てお答 え ください」 として聞か れてい る.回 答 は,「1.

7)調 査時点(1988年9月)で の自己負担率は,次 のとお りである.外 来診療は,健 保(船 員 ・共済)・本人

が10%,そ れ以外が30%で ある.入 院診療は,健 保(船 員 ・共済)・本人が10%,健 保(船 員・共済)・家

族が20%,そ れ以外が30%で ある.

8)労 働安全衛生法は,民 間企業労働者(労 働基準法で定める労働者)が 全部適用,地 方公務員(地 方公務

員法で定める職員)が 一部適用,国 家公務員(国 家公務員法で定める職員)が 適用除外(一 般職)と 一部

適用(公 営企業などの一般職以外)で あるが,こ れらの情報は利用できないため,こ れらの職域を労安法

適用と定義する.



表3変 数名とその定義

変数名

食習慣

休養

非飲酒

非喫煙

健康診断

運動習慣

労安法

余暇制約

営業職

配偶者

年齢

学歴

就労

持家

本人収入

世帯収入

金融資産1

金融資産2

金融資産3

外来負担率

定義

食習慣に気をつけている場合1,そ れ以外の場合には0を 取るダミー変数

休養の努力に気をつけている場合1,そ れ以外の場合には0を 取るダミー変数

飲酒しない場合1,そ れ以外の場合には0を 取るダミー変数

喫煙 しない場合1,そ れ以外の場合には0を 取るダミー変数

定期的な健診を受けている場合1,そ れ以外の場合には0を 取るダミー変数

運動習慣がある場合1,そ れ以外の場合には0を 取るダミー変数

民間企業のサラリーマン・公務員の場合1,そ れ以外の場合は0を 取るダミー変数

民間企業のサラリーマンの場合1,そ れ以外の場合は0を 取るダミー変数

民間企業で営業職の場合1,そ れ以外の場合には0を 取るダミー変数

配偶者がいる場合1,そ れ以外の場合0を 取るダミー変数

実年齢(歳)

短大もしくは大学を卒業している場合1,そ れ以外の場合には0を 取るダミー変数

就労している場合1,そ れ以外の場合0を 取るダミー変数

持家がある場合1,そ れ以外の場合0を 取るダミー変数

本人の年収額(百 万円,10カ テゴリーの各中位数)

世帯の年収額(百 万円,8カ テゴリーの各中位数)

金融資産500万 以上1000万 円未満の場合1取 るダミー変数

金融資産1000万 以上3000万 円未満の場合1取 るダミー変数

金融資産3000万 以上の場合1取 るダミー変数

加入する医療保険の自己負担率(外 来)

表4記 述統計量



努めてそ うしている,H.な るべ くそうしている,皿.あ まりそうしていない,IV.ま った く

そうしていない,V.酒(た ばこ)は のまない,VI.わ か らない」の選択肢か ら選ばれている.

本稿では,「IV.ま ったくそうしていない」と「皿.あ まりそうしていない」を基準にして,「H.

なるべ くそうしている」か 「1.努 めてそうしている」と回答 した場合1と して,健 診受診習

慣 ダミー変数を作成 している.そ の他に外来医療サービス需要に影響を与える要因として,健

診受診習慣以外の生活習慣である食習慣 ・休養 ・非飲酒 ・非喫煙 ・運動習慣,余 暇制約や配偶

者の有無 ・職種(営 業職)な どのライフ ・スタイル要因,そ の他の個人属性のデータ(年 齢 ・

学歴 ・就労の有無 ・持家の有無)を 推定に利用 している.こ れらの変数に関して,表4に その

記述統計量をまとめている.

5.推 定 結 果

表5はTwoPartModelに おける第1段 階の選択を示す外来受診確率に関する推定結果,表

6は 第2段 階の選択を示す外来医療サー ビス量に関する推定結果である.表5と 表6の 左側の

欄は,男 性サンプルの推定結果について,右 側の欄は女性サ ンプルの推定結果について示され

ている.以 下では,外 来受診確率 と外来サービス量について,労 安法適用で健診受診習慣 を持

つ グループ(労 安法 ・健診グループ)と それ以外のグループ問における格差 を観察 してゆ くこ

ととする.

労安法 に よる健康診断サー ビスの効果

表5の 外来受診確率に関する推定結果から分かることは,次 のとお りである.男 性サンプル

については,「労安法*健 康診断」の係数は統計的に有意でない.ま た女性サンプルについて も

「労安法*健 康診断」の係数は統計的に有意でない.つ まり表2に おいて「労安法 ・健診グルー

プ」で示されるグループと,そ れ以外のグループの問には,外 来受診確率に関して男女 とも格

差がないことを示 している.す なわち外来受診確率に関しては,労 安法による健康診断サービ

ス固有の効果とい うものは,数 量的には観察 されないことになる.

しか し女性サンプルにおいては,(5)式 の健康診断変数fで ある 「健康診断」変数が統計的有

意である.表2に おいては,「労安法 ・健診グループ」と 「地域 ・健診グループ」の合計 グルー

プと,「労安法 ・未健診グループ」と 「地域 ・未健診グループ」の合計グループの格差を示す変

数である.つ まり女性に関 しては,職 場健診か地域健診に関わらず健診受診習慣を持つグルー

プは,持 たないグループよりも外来受診確率が高いことを示 している(補 完的関係).

表6の 外来サービス量 に関する推定結果から分かることは,次 のとお りである.男 性サンプ

ルについては,「労安法*健 康診断」の係数は統計的に有意である.し かし女性サンプルでは,



表5外 来医療サービス需要関数推定

変数名

定数項

健康診断

労安法*健 康診断

食習慣

食習慣*営 業職

食習慣*配 偶者

休養

休養*余 暇制約

非飲酒

非飲酒*配 偶者

非喫煙

非喫煙*営 業職

非喫煙*配 偶者

運動習慣

運動習慣*余 暇制約

年齢/100

配偶者

学歴

就労

持家

本人収入

世帯収入

金融資産1

金融資産2

金融資産3

外 来負担率

サンプル数

変数平均

対数尤度

注1)***は1%水 準,**は5%水 準,*は10%水 準 でパラメーターが有意であることを示す.

注2)受 療選択は外来を受診するか否かであり,外 来受診の場合1を 取る変数である.

注3)変 数平均は,各 推定における被説明変数の平均値である.

「労安法*健 康 診断」 の係数 は統 計的 に有 意で ない.こ の こ とは,表2に おいて 「労安 法 ・健

診 グル ープ」で示 され るグルー プ と,そ れ以外 の グループの 問には,外 来サ ー ビス量 に関 して,

男 性 につ いてのみ格差 が存 在 してい るこ とを示 している.

この男性 サ ンプル に関す る推 定結果 は,(5)式 に お ける と労安 法変数eIと 健診 受診習慣 変数

∫fのクロス項eI*fに 関 す る係数a14が,マ イナ ス(-12.064)と な るこ とを示 している.こ の

ことは表2に おい て 「労 安法 ・健 診 グループ」で示 され るグループ は,そ れ以外 のグルー プよ



表6外 来医療サービス需要関数推定

(外来サービス量 ・TwoPartモ デル)

りも外来サービス量が少ないことを示 している(代 替的関係).す なわち男性 についてのみ,外

来サービス量の少なさという意味で,労 安法 による健康診断サービス固有の効果が数量的に現

れている.

このように男性の外来サービス量について,労 安法による健康診断サービスの効果が観察さ

れた理由は,本 稿の分析内では説明することがで きない.し か しこの結果に関して,次 なる2

点の解釈が可能である.第1は,男 女差に関するものである.表5の 外来受診確率推定におい



て,男 性の健診受診習慣 は統計的な関係を持たないが,女 性は補完的な関係 を持つことを示 し

ていた.こ れは健康診断を受診 し,そ の診断結果を手に した場合,女 性は医療機関にかかる傾

向があるが,男 性はそうではないことを示 している.こ れまで外来受診における時間的機会費

用 に関する研究か ら,男 性 は女性 より時間的機会費用が高 く,受 診抑制の一因となっているこ

とが明 らかにされている(田 中 ・西村 〔20〕,小椋 〔14〕,知野 〔22〕).すなわちこの結果は,

男性が健康診断を受診 した結果,医 療機関にかかった方が良い場合においても,外 来受診の時

間的機会費用の大 きさから受診を控 える場合があることを示唆 している.

第2は,男 性の外来受診確率 と外来サービス量に関する結果の相違に関するものである.ま

ず外来受診確率推定の結果か ら,男 性は健康診断を受けて診断結果を受け取った としても,自

発的には医療機関にかからないことが言える.し か し診断結果を分析 した産業医や企業等の労

務管理部門等による強い勧めによって,は じめに配置転換や労働時間の短縮等の措置(労 安法

による健康保持増進措置)が 講 じられ,そ の後に医療機関にかかる場合が考えられる.い ま健

康財生産(健 康回復)の 投入要素は,外 来医療サービスと余暇時間である場合を考える(澤 野

〔16〕).労働強度の緩和や労働時間短縮は,投入要素である余暇時間の増加 と同じであるので,

代替的な関係 を持つ外来医療サービス需要は低下する.す なわち労安法による健康保持増進措

置の実施が,健 康財生産(健 康回復)に おいて余暇時間とい う要素を追加的に投入することに

な り,結 果 として外来サービス量の低下を招 くことが予想される.

もちろんこれ らの解釈 は,あ くまで も推論 に過 ぎない.こ の解釈の妥当性 を判断するには,

労働者本人の健康診断や医療受診に関するプロファイルが必要である.西 村 〔24〕も指摘 して

いるように,予 防行動評価のためにはデータベース整備が不可欠であるが,こ の点に関する日

本の遅れは非常に大 きい.今 後 厚生労働省の企図する生涯健康手帳計画 と合わせ,こ の点に

関する研究環境整備の進展が期待 されている.

今後 に残 された課題9)

本稿では,職 場健診 と地域健診の相違を,外 来医療サービス需要格差の点か ら比較検討 した.

しかし本稿の分析に残 された課題は,決 して少なくない.以 下では,今 後の課題 としてその問

題点の整理 と議論を行 うこととする.

本稿の分析では,職場健診 としての労安法による健康診断サービス対象者とそれ以外の人(地

域健診対象者)の 比較 を行っている.し かし労安法は,健 康診断サービス以外にも労働者保護

を目的にした多岐にわたる法制度であ り,労 安法ダミー変数にはそれ らの効果が含まれている

9)以 下の議論は,第3回 医療経済学研究会議(キ ャンパスプラザ京都)に おける質疑を中心にまとめられ

ている.岩 本康志(東 京大学),小 椋正立(法 政大学),鈴 木亘(東 京学芸大学),西 村周三(京 都大学),

山田直志(筑 波大学)の 各氏より詳細なコメントを頂いた.こ こに記して感謝いたします.



ことを排除することができない.ま た比較対象 とした地域健診にも,地 方 自治体が実施するも

の,国 民健康保険組合が実施するもの,老 人保健法に基づいて実施するもの,地 域医療機関が

自発的に実施するものと多岐にわた り,そ の実施体制 と内容は一律ではない.こ れらの要因を

明示的に考慮 していない本稿の分析 は,あ くまで も労安法による健康診断サービスの持つある

一面のみを明らかにしたとしか言えないであろう.こ れらの問題点を解決するには,第2節 で

述べ られた健康診断基準の統一 と,個 人の健康診断情報の統一的管理を行い,そ の情報 をこの

種の政策評価研究に活用 してゆく必要があると言える.

次に個人の健康診断に関する意志決定の問題である.本 稿では,ア ンケー ト調査項 目を直接

に利用 したため,個 人の健診受診は嗜好やその地域的習慣か ら規定される生活習慣であると定

義 して分析を行った.こ の点に関して,2点 の問題点が残されている.第1は,ア ンケー ト調

査固有の問題であ り,果 た してアンケー ト調査対象者が質問に対 して,正 確 に回答 しているか

否かの問題があることである.こ れは嘘の回答をするか否か という問題があることとに加え,

健康 な人は楽観的な回答 を,健 康でない人は悲観的な回答を明記 して しまうデータ ・バ イアス

の問題が存在するためである.こ の点は,今 後に医療や健康に関するアンケー ト調査設計を行

う場合に,十 分に注意 されなければならないもの と考えられる.

第2は,健 康診断の受診決定 と医療サービス間にある内生性の問題である.本 稿では,労 安

法 による健康診断サービスの有無 という制度間格差の比較を行い,個 人の健康診断受診に関す

る意志決定の点は明示的に分析を行わなかった.仮 にこの点の分析 を行 うとするのならば,外

来医療サービスと健康診断受診の同時選択問題を考え,両 関数の識別問題を解決 しなければな

らない.し かし外来医療サービスと健康診断受診は同じような要因が影響するため,そ れぞれ

に独立に影響 を与える要因を見つけ,関 数を統計的に識別するのは難 しい(澤 野 ・大竹 〔18〕).

この点は,近 年にKenkel〔3〕,YamadaandYamada〔8〕,山 田 〔26〕,井伊 ・大 日 〔9〕,渡辺 ・

大 日 〔28〕,渡辺 〔27〕,澤野 ・大竹 〔17〕と健康診断の受診選択 に関する研究成果が蓄積 され

てきてお り,今 後に解決が期待 される最大の問題であると考えられる.

6.結 論

この論文の目的は,医 療サービスと予防行動の一つである健康診断 との関係を実証的に明 ら

かにすることであった.日 本では,学 校卒業後か ら老人保健適用前の期間である壮年期 に,職

域 を中心 とした健康診断(職 場健診)と,地 域 を中心 とした健康診断(地 域健診)を 受診する

機会がある.職 場健診は,労 働安全衛生法(労 安法)に より定められる制度であ り,地 域健診

には含まれない多 くの措置が実施 されている.こ れらの措置を含んだ職場健診を労働安全衛生

法 による健康診断サービスと呼び,そ の特徴 を外来医療サー ビス需要の側面から分析 した.本

稿の分析から,男 性については労安法適用者であ りかつ健診受診習慣 を持つ者は,そ れ以外の



者 よりも外来サービス量が少なく,女 性については職域や地域に関わ らず健診受診習慣 を持つ

者は,健 診受診習慣を持たない者 よりも外来受診確率が高いことがわかった.し たがって労安

法の健康診断サービスは,男 女間で異なる効果を持つ ことが分かった.

最後は,医 療サービスと予防行動研究に関する今後の課題についてである.従 来,こ のテー

マは重要性が指摘されなが らも,利 用可能なデータの制約によって,十 分な研究が行 うことが

できかった.近 年では,こ れ らの問題意識 を受けて,個 人パネル ・データ等の整備が進め られ

てきてお り,今 後の研究進捗が期待 される.し か し本稿の議論でも述べ られているように,調

査データが政策評価に利用 しやすいもの となっているか否は自明ではない.多 額の費用 と多大

な労力をかけてデータ収集を行 う以上,何 を評価 してゆ くのかを念頭に置いた調査項 目設定 と

データ収集は,必 要不可欠な視点であると考えられる.特 に医療サービスと予防行動の関係を

明らかにするには,各 個人の直面する制度間格差の正確 な情報記録 と,医 療サービスと予防行

動 を統計的に識別で きる要因を明示的に設定 してお くことが重要である.今 後 これらの問題

点 を念頭においた調査設計やデータ収集が行われることが必要であると考えられる.
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